
令和2年2月市議会教育厚生委員会資料

第46号議案

目次

長崎市食品衛生に関する管理運営基準を定める条例を廃止

する条例

食品衛生法改正の概要

2 条例廃止の概要

《参考資半勃

1 改正後の食品衛生法第50・条の2

2 改正後の食品衛生法施行規則(抜粋)

HACC P (ハサップ)とは3

4 長崎市食品衛生に関する管理運営基準を定める条例

ページ

1~2

3

4~11

市民健康部

令和2年2月

12

13~27



」



1 食品衛生法改正の概要

食をとりまく環境変化や国際化等に対応し、食品の安全を確保するため、原則として

すべての食品事業者にHACCP (ノ入サップ)に沿った食品衛生管理を義務付ける等の

食品衛生法(以下「法」という。)の一部改正が平成30年6月に公布され、令和2年6

月1日から施行予定である。

2 条例廃止の概要

①廃止する条例

長崎市食品衛生に関ずる管理運営基準を定める条例(以下「条例」という。)

②廃止理由

現在、食品衛生に関する公衆衛生上講ずべき措置の基準(以下「管理運営基準」と

いう。)は、改正前の法第50条第2項の規定により条例で定めている。

しかし、今回の法改正により、 HACCPに沿った衛生管理を制度化,し、改正後の

法第50条の2の規定により、管理運営基準を国が省令で定めることとされ、管理運営

基準を条例で定めることができるとされていた規定が削除されることとなったため、

条例の廃止を行うもの。

※改正前の食品衛生法第50条第2項

都道府県は、営業'(食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第2条第5号

に規定する食鳥処理の事業を除く。)の施設の内外の清潔保持、ねずみ、昆虫等の駆除

その他公衆衛生上講ずべき措置に関し、条例で、必要な基準を定めることができる。

※改正後の食品衛生法第50条の2 (抜粋)

厚生労働大臣は、営業(器具又は容器包装を製造する営業及び食鳥処理の事業の規

制及び食鳥検査に関する法律第2条第5号に規定する食鳥処理の事業(第51条におい

て「食鳥処理の事業」という。)を除く。)の施設の衛生的な管理その他公衆衛生上必

要な措置(以下この条において「公衆衛生上必要な措置」という。)について、厚生労

働省令で、次に掲げる事項に関する基準を定めるものとする。



③施行日

令和2年6月1日

④経過措置

法の一部改正は、令和2年6月1日に施行することとさ,れているが、営業者に対し、

HACCPに沿った衛生管理の制度化に1年間の準備期問を設けることを.目的とした、

食品衛生法等の一部を改正する法律附則第5条の規定により、施行日から令和3年5

月31日までの間は、廃止前の条例を適用させるための経過措置を置くもの。

※食品衛生法等の一部を改正する法律附則第5条

新食品衛生法第50条の2第2項(第3号施行日以後にあっては、第3号新食品衛生

法第51条第υ動に規定する公衆衛生上必要な措置については、施行日(令和2年6

月1日)から起算して 1年間は、旧食品衛生法第50条第2項の規定により定められた

基準によることとする。
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《参考資料》

1 改正後の食品衛生法第50条の2

第50条の2 厚生労働大臣は、営業(器具又は容器包装を製造する営業及び食鳥処理の事

業の規制及び食鳥検査に関する法律第2条第5号に規定する食鳥処理の事業(第51条に

おいて「食鳥処理の事業」.という。)を除く。)の施設の衛生的な管理その他公衆衛生上必

要な措置(以下この条において「公衆衛生上必要な措置」という。)について、厚生労働

省令で、次に掲げる事項に関する基準を定めるものとする。

1 施設の内外の清潔保持、ねずみ及び昆虫の駆除その他一般的な衛生管理に関すること。

2 食品衛生上の危害の発生を防止するために特に重要な工程を管理するための取組(小

規模な営業者.(器具又は容器包装を製造する営業者及び食鳥処理の事業の規制及ぴ食鳥

検査に関する法律第6条第1項に規定する食鳥処理業者を除く。次項において同じ。)そ

の他の政令で定める営業者にあつては、その取り扱う食品の特性に応じた取組)に関す

ること。

2 営業者は、前項の規定により定められた基準に従い、厚生労働省令で定めるところに

より公衆衛生上必要な措置を定め、これを遵守しなけれぱならない。

3 都道府県知事等は、公衆衛生上必要な措置について、第1項の規定により定められた

基準に反しない限り、条例で必要な規定を定めることができる。
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2 改正後の食品衛生法施行規則(抜粋)

第66条の2 法第50条の2第 1項第1号G去第62条第3項において準用する場合を含む。)

に掲げる事項に関する同項の厚生労働省令で定める基準は、別表第17のとおりとする。

2 法第50条の2第 1項第'2号(法第62条第3項において準用する場合を含む。)に掲げ

る事項に関する同項の厚生労働省令で定める基準は、別表第18のとおりとする。

3 営業者は、法第50条の2第2項(法第62条第3項において準用する場合を含む。)の

規定に基づき、前2項の基準に従い、次に定めるところにより公衆衛生上必要な措置を定

め、これを遵守しなけれぱならない。

1 食品衛生上の危害の発生の防止のため、施設の衛生管理及び食品又は添加物の取扱い

等に関する計画(以下「衛生管理計画」という。)を作成し、食品又は添加物を取り扱う

者及び関係者に周知徹底を図ること。

2 施設設備、機械器具の構造及び材質並びに食品の製造、加工、調理、運搬、貯蔵又は

販売の工程を考慮し、これらの工程において公衆衛生上必要な措置を適切に行うための

手順書(以下「手順害」という。)を必要に応じて作成すること。

3 衛生管理の実施状況を記録し、保存すること。なお、記録の保存期間は、取り扱う食

品又は添加物が使用され、又は消費されるまでの期間を踏まえ、合理的に設定すること。

4 衛生管理計画及び手順書の効果を検証し、必要に応じてその内容を見直すこと。

4 次に定める営業者にあつては、前項第1号中 r作成し、」を「必要に応じて作成し、」と、

同項第3号中「記録し、保存すること。」を「必要に応じて記録し、保存すること。」と読

み替えて適用する。

1 食品又は添加物の輸入をする営業を行う者

2 食品又は添加物の貯蔵のみをし、又は運搬のみをする営業を行う者(食品の冷凍又は

冷蔵業を営む者を除く。)

3 容器包装に入れられ、又は容器包装で包まれた食品又は添加物のうち、冷凍又は冷蔵

によらない方法により保存した場合において、腐敗、変敗その他の品質の劣化により食

品衛生上の危害の発生のおそれのないものの販売をする営業を行う者

4 器具又は容器包装の輸入をし、又は販売をする営業を行う者
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別表第17 (第66条の2第 1 項関係)

1 食品衛生責任

者等の選任

イ法第50条の2第1項に規定する営業を行う者 6去第62条第3項にお

いて準用する場合を含む。以下この表において r営業者」という。)は、

食品衛生責任者を定めること。ただし、第66条の2第4項各号に規定

する営業者についてはこの限りではない。なお、法第48条に規定する

食品衛生管理者は、食品衛生責任者を兼ねることができる。

口食品衛生責任者は次のいずれかに該当する者とすること。

①法第30条に規定する食品衛生監視員又は法第48条に規定する食品

衛生管理者の資格要件を満たす者

②調理師、製菓衛生師、栄養士、船舶料理士、と畜場法(昭和28年

法律第114号)第7条に規定する衛生管理責任者若しくは同法第10

条に規定する作業衛生責任者又は食鳥処理の事業の規制及び食鳥検

査に関する法律(平成2年法律第70号)第12条に規定する食鳥処理

衛生管理者

③都道府県知事等が行う講習会又は都道府県知事等が適正と認める

講習会を受講した者

ハ食品衛生責任者は次に掲げる事項を遵守すること。

Φ都道府県知事等が行う講習会又は都道府県知事等が認める講習会

を定期的に受講し、食品衛生に関する新たな知見の習得に努めること

(法第51条の営業(法第62条第3項において準用する場合を含む。)

に限る。)。

(2)営業者の指示に従い、衛生管理に当たること。

営業者は、食品衛生責任者の意見を尊重すること。

ホ食品衛生責任者は、第66条の2第3項に規定された措置の遵守のた

めに、必要な注意を行うとともに、営業者に対し必要な意見を述べるよ

う努めること。

へふぐを処理する営業者にあつては、ふぐの種類の鑑別に関する知識及

び有毒部位を除去する技術等を有すると都道府県知事等が認める者に

ふぐを処理させ、又はその者の立会いの下に他の者にふぐを処理させな

けれぱならない。

理

イ施設及びその周辺を定期的に清掃し、施設の稼働中は食品衛生上の危

害の発生を防止するよう清潔な状態を維持すること。

口食品又は添加物を製造し、加工し、調理し、貯蔵し、又は販売する場

所に不必要な物品等を置かないこと。

ハ施設の内壁、天井及び床を清潔に維持すること。

施設内の採光、照明及び換気を十分に行うとともに、必要に応じて適

切な温度及び湿度の管理を行うこと。

ホ窓及び出入口は、原則として開放したままにしないこと。開放したま

まの状態にする場合にあつては、じん挨、ねずみ及び昆虫等の侵入を防
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止する措置を講ずること。

へ排水溝は、固形物の流入を防ぎ、排水が適切に行われるよう清掃し、

破損した場合速やかに補修を行うこと。

ト便所は常に清潔にし、定期的に清掃及び消毒を行うこと。

チ食品又は添加物を取り扱い、又は保存する区域において動物を飼育し

ないこと。

3 設備等の衛生

管1里

イ衛生保持のため、機械器具は、その目的に応じて適切に使用すること。

口機械器具及びその部品は、金属片、異物又は化学物質等の食品又は添

加物への混入を防止するため、洗浄及び消毒を行い、所定の場所に衛生

的に保管すること。また、故障又は破損があるときは、速やかに補修し、

適切に使用できるよう整備しておくこと。

ハ機械器具及びその部品の洗浄に洗剤を使用する場合は、洗剤を適切な

方法により使用すること。

温度計、圧力き七流量計等の計器類及び滅菌、殺菌、除菌又は浄水に

用いる装置にあつては、その機能を定期的に点検し、点検の結果を記録

すること。

ホ器具、清掃用機材及び保護具等食品又は添加物と接触するおそれのあ

るものは、汚染又は作業終了の都度熱湯、蒸気又は消毒剤等で消毒し、

乾燥させること。

へ洗浄剤、消毒剤その他化学物質については、取扱いに十分注意すると

ともに、必要に応じてそれらを入れる容器包装に内容物の名称を表示す

る等食品又は添加物への混入を防止すること。

ト施設設備の清掃用機材は、目的に応じて適切に使用するとともに、使

用の都度洗浄し、乾燥させ、所定の場所に保管すること。

チ手洗設備は、石けん、ペーパータオル等及び消毒剤を備え、手指の洗

浄及び乾燥が適切に行うことができる状態を維持すること。

リ洗浄設備は、清潔に保つこと。

ヌ都道府県等の確認を受けて手洗設備及び洗浄設備を兼用する場合に

あつては、'汚染の都度洗浄を行うこと。

ル食品の放射線照射業にあつては、営業日ごとに1回以上化学線量計を

用いて吸収線量を確認し、その結果の記録を2年間保存すること。

4 使用水等の管

理

イ食品又は添加物を製造し、加工し、又は調理するときに使用する水は、

水道法(昭和32年法律第177号)第3条第2項に規定する水道事業、

同条第6項に規定する専用水道若しくは同条第7項に規定する簡易専用

水道により供給される水又はその他の飲用に適する水(以下「飲用に適

する水」という。)であること。ただし、冷却その他食品又は添加物の

安全性に影響を及ぼさない工程における使用については、この限りでは

ない。

口飲用に適する水を使用する場合にあつては、1年1回以上水質検査を
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行い、成績書を1年間(取り扱う食品又は添加物が使用され、又は消費

されるまでの期間が1年以上の場合は、当該期間)保存すること。ただ

し、不慮の災害により水源等が汚染されたおそれがある場合にはその都

度水質検査を行うこと。

ハロの検査の結果、イの条件を満たさないことが明らかとなつた場合

は、直ちに使用を中止すること。

貯水槽を使用する場合は、貯水槽を定期的に清掃し、清潔に保つこと。

ホ飲用に適する水を使用する場合で殺菌装置又は浄水装置を設置して

いる場合には、装置が正常に作動しているかを定期的に確認し、その結

果を記録すること。

へ食品に直接触れる氷は、適切に管理された給水設備によつて供給され

たイの条件を満たす水から作ること。また、氷は衛生的に取り扱い、保

存すること。

ト使用した水を再利用する場合にあつては、食品又は添加物の安全性に

影響しないよう必要な処理を行うこと。

イ廃棄物の保管及ぴその廃棄の方法について、手順を定めること。

口廃棄物の容器は、他の容器と明確に区別できるようにし、汚液又は汚

臭が漏れないように清潔にしておくこと。

ハ廃棄物は、食品衛生上の危害の発生を防止することができると認めら

れる場合を除き、食品又は添加物を取り扱い、又は保存する区域(隣接

する区域を含む。)に保管しないこと。

廃棄物の保管場所は、.周囲の環境に悪影響を及ぼさないよう適切に管^

理を行うことができる場所とすること。

5 ねずみ及び昆

虫対策

イ施設及ぴその周囲は、維持管理を適切に行うことができる状態を維持

し、ねずみ及び昆虫の繁殖場所を排除するとともに、窓、ドア、吸排気

口の網戸、トラップ及び排水溝の蓋等の設置により、ねずみ及び昆虫の

施設内への侵入を防止すること。

0 1年に2回以上、ねずみ及び昆虫の駆除作業を実施し、その実施記録

を1年間保存すること。ただし、ねずみ及び昆虫の発生場所、生息場所

及び侵入経路並ぴに被害の状況に関して、定期に、統一的に調査を実施

し、当該調査の結果に基づき必要な措置を講ずる等により、その目的が

達成できる方法であれぱ、当該施設の状況に応じた方法及び頻度で実施

することができる。

ハ殺そ剤又は殺虫剤を使用する場合には、食品又は添加物を汚染しない

ようその取扱いに十分注意すること。

ねずみ及び昆虫による汚染防止のため、原材料、製品及び包装資材等^

は容器に入れ、床及ぴ壁から離して保存すること。一度開封したものに

ついては、蓋付きの容器に入れる等の汚染防止対策を講じて保存するこ

と。

6 廃棄物及び排

水の取扱い



7 食品又は添加

物を取り扱う者

の衛生管,理

ホ廃棄物及び排水の処理を適切に行うこと。

イ食品又は添加物を取り扱う者(以下「食品等取扱者」という。)の健

康診断は、食品衛生上の危害の発生の防止に必要な健康状態の把握を目

的として行うこと。

口都道府県知事等から食品等取扱者について検便を受けるべき旨の指

示があつたときには、食品等取扱者に検便を受けるよう指示すること。

ハ食品等取扱者が次の症状を呈している場合は、その症状の詳細の把握

に努め、当該症状が医師による診察及び食品又は添加物を取り扱う作業

の中止を必要とするものか判断すること。

①黄痘

②下痢

③腹痛

④発熱

⑤皮膚の化膿性疾患等

⑥耳、目又は鼻からの分泌(感染性の疾患等に感染するおそれがあ

るものに限る。)

⑦吐き気及びおう吐

皮膚に外傷がある者を従事させる際には、当該部位を耐水性のある被

覆材で覆うこと。また、おう吐物等により汚染された可能性のある食品

又は添加物は廃棄すること。施設においておう吐した場合には、直ちに

殺菌剤を用いて適切に消毒すること。

ホ食品等取扱者は、食品又は添加物を取り扱う作業に従事するときは、

目的に応じた専用の作業着を着用し、並びに必要に応じて帽子及ぴマス

クを着用すること。,また、作業場内では専用の履物を用いるとともに、

作業場内で使用する履物を着用したまま所定の場所から出ないこと。

へ食品等取扱者は、手洗いの妨げとなる及び異物混入の原因となるおそ

れのある装飾品等を食品等を取り扱う施設内に持ち込まないこと。

ト食品等取扱者は、手袋を使用する場合は、原材料等に直接接触する部

分が耐水性のある素材のものを原則として使用すること。

チ食品等取扱者は、爪を短く切るとともに手洗いを実施し、食品衛生上

の危害を発生させないよう手指を清潔にすること。

リ食品等取扱者は、用便又は生鮮の原材料若しくは加熱前の原材料を取

り扱う作業を終えたときは、十分に手指の洗浄及び消毒を行うこと。な

お、使い捨て手袋を使用して生鮮の原材料又は加熱前の原材料を取り扱

う場合にあつては、作業後に手袋を交換すること。

ヌ食品等取扱者は、食品又は添加物の取扱いに当たつて、食品衛生上の

危害の発生を防止する観点から、食品又は添加物を取り扱う間は次の事

項を行わないこと。

①手指又は器具若しくは容器包装を不必要に汚染さ,せるようなこと。
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(2)疾又は唾を吐くこと。

③くしやみ又は咳の飛沫を食品又は添加物に混入し、又はそのおそ

れを生じさせること。

ル食品等取扱者は所定の場所以外での着替え、喫煙及ぴ飲食を行わない

こと。

ヲ食品等取扱者以外の者が施設に立ち入る場合は、清潔な専用の作業着

'に着替えさせ、本項で示した食品等取扱者の衛生管理の規定に従わせる

こと。

8 検食の実施 イ同一の食品を 1 回 300食又は1日750食以上調理し、提供する営業者

にあつては、原材料及び調理済の食品ごとに適切な期間保存すること。

なお、原材料は、洗浄殺菌等を行わず、購入した状態で保存すること。

ロイの場合、調理.した食品の提供先、提供時刻(調理した食品を運送し、

提供する場合にあつては、当該食品を搬出した時亥ID 及ぴ提供した数量

を記録し保存すること。

9 情報の提供 イ営業者は、採取し、製造し、輸入し、加工し、調理し、貯蔵し、運

し、若しくは販売する食品又は添加物(以下この表において「製品」と

いう。)について、消費者が安全に喫食するために必要な情報を消費者

に提供するよう努めること。

口営業者は、製品に関する消費者からの健康被害(医師の診断を受け、

当該症状が当該食品又は添加物に起因する又はその疑いがあると診断

されたものに限る。以下この号において同じ。)及ぴ法に違反する情報

を得た場合には、当該情報を都道府県知事等に提供するよう努めるこ

と。

ハ営業者は、製品について、消費者及ぴ製品を取り扱う者から異味又は

異臭の発生、異物の混入その他の健康被害につながるおそれが否定でき

ない情報を得た場合は、当該情報を都道府県知事等に提供するよう努め

ること。

10 回収・廃棄 イ営業者は、製品に起因する食品衛生上の危害又は危害のおそれが発生

した場合は、消費者への健康被害を未然に防止する観点から、当該食品

又は添加物を迅速がつ適切に回収できるよう、回収に係る責任体制、消

費者への注意喚起の方法、具体的な回収の方法及ぴ当該食品又は添加物

を取り扱う施設の所在する地域を管轄する都道府県知事等への級告の

手順を定めておくこと。

口製品を回収する場合にあつては、回収の対象ではない製品と区分して

回収したものを保管し、適切に廃棄等をすること。

11 運搬 イ食品又は添加物の運搬に用いる車両、コンテナ等は、食品、添加物又

はこれらの容器包装を汚染しないよう必要に応じて洗浄及ぴ消毒をす

ること。

口車両、コンテナ等は、清潔な状態を維持するとともに、補修を行うこ

9



と等により適切な状態を維持すること。

ハ食品又は添加物及び食品又は添加物以外の貨物を混載する場合は、食

品又は添加物以外の貨物からの汚染を防止するため、必要に応じ、食品

又は添加物を適切な容器に入れる等区分すること。

運搬中の食品又は添加物がじん挨及ぴ排気ガス等に汚染されないよ

う管理すること。

ホ品目が異なる食品又は添加物及ぴ食品又は添加物以外の貨物の運搬

に使用した車両、コンテナ等を使用する場合は、効果的な方法により洗

浄し、必要に応じ消毒を行うこと。

へぱら積みの食品又は添加物にあつては、必要に応じて食品又は添加物

専用の車両、・コンテナ等を使用し、食品又は添加物の専用であることを

明示すること。

ト運搬中の温度及び湿度の管理に注意すること。

チ運搬中の温度及び湿度を踏まえた配送時間を設定し、所定の配送時問

を超えないよう適切に管理すること。

リ調理された食品を配送し、提供する場合にあつては、飲食に供される

までの時間を考慮し、適切に管理すること。

12 販売

13 教育訓練

イ販売量を見込んで適切な量を仕入れること。

口直接日光にさらす等不適切な温度で販売したりすることのないよう

管理すること。

14 その他

イ食品等取扱者に対して、衛生管理に必要な教育を実施すること。

口化学物質を取り扱う者に対して、使用する化学物質を安全に取り扱う

二とができるよう教育訓練を実施すること。

ハイ及び口の教育訓練の効果について定期的に検証を行い、必要に応じ

て教育内容の見直しを.行うこと。

イ食品衛生上の危害の発生の防止に必要な限度において、取り扱う食品

又は添加物に係る仕入元、製造又は加工等の状態、出荷又は販売先その

他必要な事項に関する記録を作成し、保存するよう努めること。

口製造し、又は加工した製品について自主検査を行つた場合には、その

記録を保存するよう努めること。

i
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別表第18 (第66条の2第2項関係)

危害要因の分析

2 重要管理点の決定

食品又は添加物の製造、加工、調理、運搬、貯蔵又は販売の工程ごと

に、食品衛生上の危害を発生させ得る要因(以下この表において「危

害要因」という。)の一覧表を作成し、これらの危害要因を管理するた

めの措置(以下この表において「管理措置」という。)を定めること。

3 管理基準の設定

前号で特定された危害要因につき、その発生を防止し、'排除し、又

は許容できる水準にまで低減するために管理措置を講ずることが不可,

欠な工程(以下この表において「重要管理点」という。)を決定するこ

と。

4 モニタリング方法

の設定

5

個々の重要管理点における危害要因につき、その発生を防止し、排

除し、又は許容できる水準にまで低減するための基準(以下この表に

おいて「管理基準」という。)を設定すること。

改善措置の設定

6 検証方法の設定

重要管理点の管理について、連続的な又は相当の頻度による実施状

況の把握(以下この表において「モニタリング」という。)をするため

の方法を設定すること。

7 記録の作成

8 令第34条の2に規

定する営業者

個々の重要管理点において、モニタリングの結果、管理基準を逸脱

したことが判明した場合の改善措置を設定すること。

前各号に規定する措置の内容の効果を、定期的に検証するための手

順を定めること。

営業の規模や業態に応じて、前各号に規定する措置の内容に関する

書面とその実施の記録を作成すること。

令第34条の2に規定する営業者(第66条の4第2号に規定する規模

の添加物を製造する営業者を含む。)にあつては、その取り扱う食品の

特性又は営業の規模に応じ、前各号に掲げる事項を簡略化して公衆衛生

上必要な措置を行うことができる。
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3 HACC P (ハサップ)とは

国際的な食品規格を定めるコーデックス(食品規格委員会)が定めた衛生管理手法を

指します。

具体的には、食中毒菌汚染や異物混入等の危害要因を分析し把握した上で、原材料の

入荷から製品の出荷に至る全工程の中で、それらの危害要因を除去又は低減させるため

に特に重要な工程(重要管理点)を管理し、製品の安全性を確保しようとする衛生管理

の手法です。

※HACCP=

従来方式とHACCP方式の衛生管理の比較

H azard Ana lys is and

危害要因の分析

従来方式の衛生管理

C r it ioa l C伽tro l p oint

重要管理点

製造工程

仕入れ・保管

【抜取検査】
・細菌試験

・化学分析

・官能試験

・異物試験

▼

洗浄・カット

HACCP方式の衛生管理

▼

受入検査・記録

加熱・冷却等

異常があれぱ

出荷差止・回収

▼

水質検査・記録

包装・保管

※なお中小事業者等が取り組むべき衛生管理は、rHACCPの考え方を取り入れた衛

生管理」として、各業界団体が作成する手引書を参考に、より簡略化された方法で行

うこととなります。

▼

【重要管理点1】

温度・時間の確認・記録

出荷・販売

【重要管理点2】

量・温度・密封性等の

確認・記録

目ツト等の確認・記録

異常のある製品の

製造、・出荷を未然に防止

12
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4 長崎市食品衛生に関する管理運営基準を定める条例

(趣旨)

第1条この条例は、食品衛生法(昭和22年法律第233号。.以下「法」という。・)第50条第2

項の規定により、営業の施設の内外の清潔保持、ねずみ、昆虫等の駆除その他公衆衛生

上講ずべき措置に関し、必要な基準(以下「管理運営基準」という。)を定めるものと

する。

(管理運営基準)

第2条管理運営基準(次項に規定するものを除く。)は、次の各号のいずれかとする。

ω危害分析・重要管理点方式(食品の安全性を確保する上で重要な危害の原因となる

物質及び当該危害が発生するおそれのある工程の特定、評価及び管理を行う衛生管理

の方式をいう。以下同じ。)を用いる場合は、別表第1のとおりとする。

(2)危害分析・重要管理点方式を用いない場合は、別表第2のとおりとする。

2 食品の自動販売機に係る管理運営基準(飲食店営業、喫茶店営業、乳類販売業及び氷雪

製造業に係るものに限る。)は、別表第3のとおりとする。

3 前2項の規定にかかわらず、市長が公衆衛生上特に支障がないと認める場合は、管理運

営基準の一部を緩和することができる。

(委任)

第3条この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。

附則

この条例は、平成12年4月1日から施行する。

附則(平成16年3月25日条例第19号)

この条例は、公布の日から施行する。

附則(平成17年3月31日条例第15号)

この条例は、平成17年7月1日から施行する。

附則(平成20年9月22日条例第39号)

この条例は、平成20年10月1日から施行する。

附則(平成27年3月20日条例第12号)

この条例は、平成27年4月1日から施行する。
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別表第1 (第2条関係)

(平27条例12・全改)

(・1)一般事項

区分

ア日常点検を含む衛生管理を計画的に実施すること。

イ施設、設備及び機械器具類の構造及ぴ材質並びに取り扱う食品の特性を考

慮し、これらの適切な清掃、洗浄及ぴ消毒の方法を定め、必要に応じ、手順

害を作成すること。手順書の作成に当たつては、清掃、洗浄及び消毒の手順

につぃて、清掃又は洗浄を行う場所、機械器具、作業責任者、清掃又は洗浄

の方法及ぴ頻度、確認方法等必要な事項を記載することとし、必要に応じ、

専門家の意見を聴くこと。

ウィの清掃、洗浄及び消毒の方法が適切かつ有効であるか必要に応じ、評価

すること。

工施設、設備、人的能力等に応じた食品の取扱いを行い、適切な受注管理を

行うこと。

②施設の衛生管理

管理運営基準

ア施設及びその周辺は、定期的に清掃し、施設の稼働中は常に衛生上支障の

ないように維持すること。

イ製造、加工、処理、調理、保管、販売等を行う場所に不必要な物品等を置

かないこと。

ウ施設の内壁、天井及び床は、常に清潔に保つこと。

工施設内の採光、照明及び換気を十分に行うとともに、必要に応じ、適切な

温度及ぴ湿度の管理を行うこと。

オ窓及び出入口は、.開放しないこと。ただし、やむを得ず開放する場合にあ

つては、じん瑛、ねずみ、昆虫等の侵入を防止する措置を講ずること。

力排水溝は、排水がよく行われるよう廃棄物の流出を防ぎ、かつ、清掃及び

補修を行うこと。

キ便所は、常に清潔に保ち、定期的に清掃及び消毒を行うこと。

ク施設内では動物を飼育しないこと。

③食品取扱設備等

の衛生管理

14

ア衛生保持のため、機械器具類(清掃用の機械器具を含む。)は、その目的

に応じて使用すること。

イ機械器具類及び分解した機械器具類の部品は、金属片、異物、化学物質等

の食品への混入を防止するため、洗浄及び消毒を行い、所定の場所に衛生的

に保管することとし、故障又は破損があるときは、速やかに補修し、常に適

正に使用できるよう整備しておくこと。

ウ機械器具類及びその部品の洗浄に洗剤を使用する場合は、適正な洗剤を適



正な濃度で使用すること。

工温度計、圧力計、流量計等の計器類及び滅菌、殺菌、除菌又は浄水に用い

る装置は、その機能を定期的に点検し、その結果を記録すること。

オふきん、包丁、まな板、保護防具等は、熱湯、蒸気、消毒剤等で消毒し、

乾燥させること。特に、食品に直接触れるまな板、包丁、保護防具等につい

ては、汚染の都度又は作業終了後に洗浄消毒を十分に行うこと。

力洗浄剤、消毒剤その他化学物質は、使用、保管等の取扱いに十分注意する

とともに、必要に応じ、容器に内容物の名称を表示する等食品への混入を防

止すること。

キ施設、設備等の清掃用器材は、使用の都度洗浄し、乾燥させ、専用の場所

に保管すること。

ク手洗設備は、手指の洗浄及び乾燥が適切にできるようその機能を維持する

とともに、水を十分供給し、手洗いに適切な石けん、消毒剤等を備え、常に

使用できる状態にしておくこと。

ケ洗浄設備は、常に清潔に保つこと。

コ食品の放射線照射業にあつては、1印回以上化学線量計を用いて線量を確

認し、その結果の記録を2年問保存すること。

④使用水等の管理 ア食品取扱施設で使用する水は、飲用適の水であること。ただし、次のいず

れかに該当する場合は、この限りでないが、これらの水が食品に直接触れる

水に混入しないようにすること。

(ア)暖房用蒸気、防火用水等、食品の製造に直接関係のない目的で使用

する場合

(イ)冷却その他食品の安全に影響を及ぼさない工程において清浄海水等

を使用する場合

イ水道水以外の水を使用する場合は、年1回以上水質検査を行い、その成績

を1年間(取り扱う食品等の賞味期限を考慮した流通期問が1年以上の場合に

あつては、当該期間)以上保存すること。ただし、不慮の災害等により水源

等が汚染されたおそれがある場合は、その都度水質検査を行うこと。

ウイの水質検査の結果、飲用不適となつたときは、直ちに使用を中止し、保

健所長の指示を受け、適切な措置を講ずること。

工貯水槽を使用する場合は、定期的に清掃し、清潔に保つこと。

オ水道水以外の水を使用する場合で、殺菌装置又は浄水装置を設置している

ときは、これらの装置が正常に作動しているかを定期的に確認し、その結果

を記録すること。
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(5)ねずみ、昆虫等メ、

策

力氷は、適切に管理された給水設備によつて供給された飲用適の水からつく

ることとし、これを衛生的に取り扱い、貯蔵すること。

キ使用した水を再利用する場合は、食品の安全性に影響しないよう必要な処

理を行うこととし、その処理工程を適切に管理すること。

ア施設及びその周囲は、維持管理を適切に行うことにより、常に良好な状態

に保ち、ねずみ、昆虫等の繁殖場所を排除するとともに、窓、ドア、吸排気

口の網戸、トラップ、排水溝の蓋等の設置により、ねずみ、昆虫等の施設内

への侵入を防止すること。

イ年2回以上ねずみ、昆虫等の駆除作業を実施し、その実施記録を1年間保存

すること。ただし、建築物において考えられる有効かつ適切な技術の組み合

わせ及びねずみ、昆虫等の生息、調査結果を踏まえ対策を講ずる等により確実

にその目的が達成できる方法であれぱ、その施設の状況に応じた方法、頻度

で実施することとしても差し支えない。なお、ねずみ、昆虫等の発生を認め

たときには、食品に影響を及ぼさないように直ちに駆除すること。

ウ殺そ剤又は殺虫剤を使用する場合は、食品を汚染しないようその取扱いに

十分注意すること。

工ねずみ、昆虫等による汚染防止のため、原材料、製品、包装資材等は容器

に入れ、床から離す等衛生的に保管することとし、一度開封したものについ

ては、蓋付きの容器に入れる等の汚染防止対策を講じた上で保管すること。

⑥廃棄物及び排水

の取扱い
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ア廃棄物の保管及びその廃棄の方法について、必要に応じて手順書を作成す

ること。

イ廃棄物の容器は、他の容器と明確に区別できるようにし、汚液又は汚臭が

漏れないように常に清潔にしておくこと。

ウ廃棄物は、作業に支障のない限り、食品の取扱い又は保管の区域(隣接す

る区域を含む。)に保管しないこと。

工廃棄物の保管場所は、周囲の環境に悪影響を及ぼさないよう適切に管理す

ること。

オ廃棄物及び排水の処理は、適切に行うこと。

⑦食品衛生責任者

の設置

ノ

ア営業者 6去第48条の規定により食品衛生管理者を置かなけれぱならない営

業者を除く。以下この号において同じ。)は、.施設又はその部門ごとに、'食

品取扱者及び関係者のうちから食品衛生に関する責任者(以下「食品衛生責

任者」という。')を定め、その氏名等を保健所長に届け出るとともに、その

氏名を施設内に掲示すること。

イ食品衛生責任者は、次のいずれかに該当する者で、常に施設及び食品等の

ノ



取扱い等を管理できる者であること。

(ア)栄養士、調理師、製菓衛生師、船舶料理士又は食品衛生管理者たる

資格を有する者

(イ)保健所長が実施する養成講習会又は保健所長が指定した養成講習会

の修了者

(ウ)その他保健所長が適当と認める者

ウ営業者は、保健所長が実施する講習会又は保健所長が指定した講習会を食

品衛生責任者に定期的に受講させ、常に食品衛生に関する新しい知見の習得

に努めさせること。

工食品衛生責任者は、営業者の指示に従い、衛生管理に当たること。

オ食品衛生責任者は、食品衛生上の危害の発生を防止するため、施設の衛生

管理の方法及び食品衛生に関する事項について必要な注意を払うとともに、

営業者に対し意見を述べるよう努めること。

力営業者は、オの規定による食品衛生責任者の意見を尊重すること。

⑧衛生管理を実施

する班の編成

⑨製品説明喜及ぴ

製造工程一覧図の作

成

衛生管理を実施する場合は、法第48条の規定に基づく食品衛生管理者、食品

衛生責任者その他の製品についての知識及び専門的な技術を有する者により構

成される班を編成すること6 なお、危害分析・重要管理点方式に関する専門的

な知識及び助言は、関係団体、行政機関及ぴ出版物等から得ることができるこ

と。

ア製品について、原材料等の組成、物理的・化学的性質(フK分活性、水素イ

オン濃度等)、殺菌・静菌処理仂a熱処理、凍結、加塩、嬬煙等)、包装、

保存性、保管条件及ぴ流通方法等の安全性に関する必要な事項を記載した製

品説明書を作成することとし、製品説明書には想定する使用方法、消費者層

等を記述すること。

イ製品の全ての製造工程が記載された製造工程一覧図を作成すること。

ウ製造工程一覧図について、実際の製造工程及び施設設備の配置に照らし合

わせて適切か否かの確認を行い、適切でない場合は、製造工程一覧図の修正

を行うこと。
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(10)食品等の取扱い 次の方法により食品の製造工程における全ての潜在的な危害の原因となる物

質を列挙し、危害分析を実施して特定された危害の原因となる物質を管理する

こと。

ア製造工程ごとに発生するおそれのある全ての危害の原因となる物質のりス

ト(以下「危害要因りスト」という。)を作成し、健康に悪影響を及ぼす可

能性及ぴ前号アの製品の特性等を考慮し、各製造工程における食品衛生上の



危害の原因となる物質を特定すること。

イアで特定された食品衛生上の危害の原因となる物質について、危害が発生

するおそれのある工程ごとに、当該食品衛生上の危害の原因となる物質及び

当該危害の発生を防止するための措置(以下「管理措置」という。)を検討

し、危害要因りストに記載すること。

ウ危害要因りストにおいて特定された危害の原因となる物質による危害の発

生を防止するため、製造工程のうち、当該工程に係る管理措置の実施状況の

連続的又は相当の頻度の確認(以下「モニタリング」という。)を必要とす

るもの(以下「重要管理点」という。)を定めるとともに、重要管理点を定

めない場合は、その理由を記載した文書を作成することとし、同一の危害の

原因となる物質を管理するための重要管理点は、複数存在する可能性がある

ことに配慮すること。なお、重要管理点の設定に当たつては、定めようとす

る重要管理点における管理措置が、危害の原因となる物質を十分に管理でき

ない場合は、当該重要管理点又はその前後の工程において適切な管理措置が

設定できるよう、製品又は製造工程を見直すこと。

エ'個々の重要管理点について、危害の原因となる物質を許容できる範囲まで

低減又は排除するための基準(以下「管理基準」という。)を設定すること。

管理基準は、危害の原因となる物質に係る許容の可否を判断する基準であり、

温度、時間、水分含量、水素イオン濃度、水分活性、有効塩素等のほか、'測

定できる指標又は外観及び食感のような官能的指標であること。

オ管理基準の遵守状況の確認及び管理基準が遵守されていない製造土程を経

た製品の出荷の防止をするためのモニタリングの方法を設定し、十分な頻度

で実施すること。モニタリングの方法に関する全ての記録は、モニタリング

を実施した担当者及ぴ責任者による署名を行うこと。

カモニタリングにより重要管理点に係る管理措置が適切に講じられていない

と認められたときに講ずべき措置(以下「改善措置」という。)を、重要管

理点において設定し、適切に実施することとし、改善措置には、管理基準の

不遵守により影響を受げた製品の適切な処理を含むこと。

キ製品の危害分析・重要管理点方式につき、食品衛生上の危害の発生が適切

に防止されていることを確認するため、十分な頻度で検証を行うこと。
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al)管理運営要領の

作成

ア施設及び食品の取扱い等に係る衛生上の管理運営要領を作成し、食品取扱

者及び関係者に周知徹底すること。

イ定期的に製品検査、ふき取'り検査等を実施し、施設の衛生状態を確認する

ことにより、アの管理運営要領の効果を検証し、必要に応じてその内容を見



(12)記録の作成及び

保存

直すこ・と。

アこの表の第10号ア及びイの危害分析、同号ウの重要管理点の決定及び同号

工の管理基準の決定について記録を作成し、保存すること。

イこの表の第10号オのモニタリング、同号力の改善措置及び同号キの検証に

ついて記録を作成し、保存すること。

ウ食品衛生上の危害の発生の防止に必要な限度において、取り扱う食品等に

係る仕入元、製造又は加工等の状態、出荷又は販売先その他必要な事項に関

する記録を作成し、保存するよう努めること。

エアからウまでの記録の保存期間は、取り扱う食品等の消費期限、賞味期限

等の流通の実態に応じて合理的な期間を設定すること。

オ食中毒等の食品衛生上の危害の発生を防止するため、保健所から要請があ

つた場合は、アからウまでの記録を提出すること。

(13)回収及び廃棄 ア販売食品等に起因する食品衛生上の問題が発生した場合において、消費者

に対する健康被害を未然に防止するため、問題となつた製品を迅速かつ適切

に回収できるよう、回収に係る責任体制、具体的な回収の方法イ当該施設の

所在する地域を管轄する保健所等への報告等の手順を定めること。

イ販売食品等に起因する食品衛生上の危害が発生した場合において、回収さ

れた製品に関し、廃棄その他の必要な措置を的確かつ迅速に講ずるこ'と。

ウ回収された製品は、通常の製品と明確に区別して保管し、保健所等の指示

に従つて適切に廃棄等の措置を講ずること。

工回収及ぴ廃棄を行う際は、必要に応じ、消費者への注意喚起等のため、当

該回収及び廃棄に関する公表に努めること。

a4)検食の実施
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(15)情報の提供

ア旅館、弁当屋、仕出し屋等で、多人数の飲食に供する場合は、検食を摂氏

10度以下で96時問以上保存することとし、原材料は、洗浄、殺菌等を行わず、

購入した状態で保存すること。

イアの場合は、必要に応じて製品の配送先、配送時刻及び配送量を記録し、

保存すること。

ア消費者に対し、販売食品等についての安全性に関する情報提供に努めるこ

と。

イ製造、加工又は輸入した食品等に関する消費者からの健康被害(医師の診

断を受け、当該症状が製造、加工又は輸入した食品等に起因し、又はその疑

いがあると診断されたもの)及び法に違反する食品等に関する情報について、

保健所へ速やかに報告すること。

ウ消費者等から、製造、加工又は輸入した食品等に係る異味又は異臭の発生、



(16)食品取扱者

の衛生管理

異物の混入その他の苦情であつて、健康被害につながるおそれが否定できな

いものを受けた場合は、保健所へ速やかに報告すること。

等 ア食品衛生上必要な健康状態の把握のため、食品取扱者に対して健康診断を

受診させること。

イ保健所長から検便を受けるべき旨の指示があつたときは、食品取扱者に検

便を受けさせること。

ウ飲食物を介して感染するおそれのある疾病にかかつていることが疑われる

症状を呈している食品取扱者については、その旨を営業者、食品衛生管理者

又は食品衛生責任者に報告させ、食品の汚染防止を図るための十分な措置を

施すこととし、必要に応じて食品の取扱作業に従事させないようにするとと

もに、医師の診断を受けさせること。

工食品取扱者が感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

(平成10年法律第114号)第18条第1項に規定する感染症の患者又は無症状病

原体保有者であることが判明した場合は、同条第2項に基づき、食品に直接チ

触する作業に従事させないこと。

オ食品取扱者は、食品取扱施設内では衛生的な作業着、帽子、マスクを着用

し、作業場内では、専用の履物を用いるとともに、汚染区域(便所を含む。)

にはそのまま入らないこととし、食品への異物の混入又は食品の汚染を防止

するため、営業上不必要な指輪等の装飾品、腕時計、ヘアピン、安全ピン等

を持ち込まないこと。

力食品取扱者は、食肉等に直接触れる場合にあつては、繊維製品その他洗浄

及び消毒又は殺菌を行うことが困難な材質の手袋を原則として使用、しないこ

と。

キ食品取扱者は、常に爪を短く切り、マニキュア等を付けないこととし、作

業前、用便直後及び生鮮の原材料、汚染された材料等を取り扱つた後は、必

ず十分に手指の洗浄及び消毒を行い、使い捨て手袋を使用する場合は交換を

すること。

ク食品取扱者は、施設内においては、所定の場所以外で着替え、喫煙、放た

ん、飲食その他の食品衛生上の危害が発生するおそれのある行為をしないこ

と。

ケ食品取扱者は、食品の取扱作業中に次に掲げる行為を慎むこと。

(ア)手又は食品を取り扱う器具で髪、鼻、口又は耳に触れること。

(イ)防護されていない食品の上でくしやみ又はせきをすること。
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a刀食品取扱者等に

対する教育訓練

コ食品取扱者以外の者が施設に立ち入る場合は、必要に応じ、適切な場所で

清潔な専用衣に着替えさせ、この号に掲げる衛生管理の規定に従わせること。

ア営業者、食品衛生管理者又は食品衛生責任者は、製造、加工、調理、販売

等が衛生的に行われるよう、食品取扱者及び関係者に対し、食品等の衛生的

な取扱方法、食品等の汚染防止の方法、適正な手洗いの方法、健康管理等食

品衛生上必要な事項に関する衛生教育を実施すること。

イアの衛生教育には、この表の第1号イ、第6号ア、第10号、第11号及び第13

号アに掲げる事項を含むものとすること。

ウ洗浄剤等の化学物質を取り扱う者に対しては、その安全な取扱いにつぃて

の教育訓練を実施すること。

工教育訓練の効果について定期的に評価し、必要に応じ、その内容を見直す

こと。

(18)運搬に係る衛生

管理

ア食品の運搬に用いる車両、コンテナ等は、食品及ぴ容器包装を汚染するも

のでなく、容易に洗浄及び消圭ができる構造のものを使用し、常に清潔にし、

補修を行うこと等により適切な状態を維持すること。

イ食品及び食品以外の貨物を混載する場合は、食品以外の貨物からの汚染を

防止するため、必要に応じ、食品を適切な容器に入れる等食品以外の貨物と

区分すること。

ウ運搬中の食品がじん瑛、有毒ガス等に汚染されないよう管理すること。

工品目が異なる食品又は食品以外の貨物の運搬に使用した車両又はコンテナ

を使用する場合は、効果的な方法により洗浄し、必要に応じ、消毒を行うこ

と。

オバルク輸送の場合は、必要に応じ、食品専用の車両又はコンテナを使用す

ることとし、その車両又はコンテナに食品専用であることを明示すること。

力運搬中の温度、湿度その他の状態の管理に注意すること。

キ配送時間が長時間に及ぱないよう配送ルート等に留意し、時間の管理に注

意すること。

ク弁当等にあつては、摂食予定時間を考慮した配送をする等、適切な出荷時

問に注意すること。
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(19)販売に係る衛生

管理

ア販売量を見込んだ仕入れを行う等、適正な販売を行うこと。

イ直射日光にさらしたり、長時間不適切な温度で販売したりすることのない

よう衛生管理に注意すること。



別表第2 (第2条関係)

(平27条例12,追力の

①一般事項

②施設の衛生管理

区分

③食品取扱設備等

の衛生管理

④ねずみ、昆虫等対

策

別表第1第1号の基準によること。

⑤廃棄物及び排水

の取扱い

別表第1第2号の基準によること。

別表第1第3号の基準によること。

(6)食品等の取扱い

別表第1第5号の基準によること。

別表第1第6号の基準によること。

管理運営基準

ア原材料等の仕入れに当たつては、適切な管理が行われたものを仕入れ、衛

生上の観点から品質、鮮度、表示等について点検し、その状況を記録し、保

存するように努めること。

イ原材料として使用する食品は、適切なものを選択し、必要に応じて前処理

を行った後、加工に供するとともに、当該食品に適した状態及び方法で衛生

的に保存すること。

ウ冷蔵庫、冷凍庫、冷蔵室又は冷凍室内に食品を保存する場合は、相互汚染

が生じないよう、区分すること。

工添加物を使用する場合は、正確に秤量し、適正に使用することとし、記'

の作成及び保存に努めること。

オ食品を製造し、加工し、又は調理する場合においては、病原微生物その他

の微生物(人体に危害を及ぼすおそれのない微生物を除く。)及びそれらの

毒素を完全に、又は安全な量まで死滅させ、又は除去すること。

力食品は、当該食品の水分活性、水素イオン濃度、微生物による汚染状況、

消費期限又は賞味期限、製造又は加工の方法、包装形態、生食用、加熱加工

用等の使用方法等に応じて冷蔵保存する等、調理、製造、保管、.運搬、販売

等の各過程において時間及び温度の管理に十分配慮して衛生的に取り扱うこ

と。

キ食品衛生に影響があると考えられる次に掲げる工程の管理に十分配慮する

こと。

(ア)冷却

(イ)加熱

(ウ)乾燥
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(エ)添加物の使用

(オ)真空調理又はガス遣換包装

仂)放射線照射

ク食品間の相互汚染を防止するため、次に掲げる事項に配慮すること。

(ア)未加熱又は未加工の原材料は、そのまま摂取される食品と区分して

取り扱うこと。

(イ)製造、加工又は調理を行う区画へは、食品等の汚染のおそれがない

場合を除き、当該区画で作業を行う食品取扱者以外の者が立ち入ることの

ないようにすることとし、これらの区画へ立ち入る際は、'必要に応じて更

衣室等を経由し、衛生的な作業着、履物への交換、手洗い等を行うこと。

(ウ)食肉等の未加熱食品を取り扱つた設備、機械器具類等は、別の食品

を取り扱う前に、必要な洗浄及び消毒を行うこと。

ケ生鮮物等の原材料は、使用期限等に応じ、先入れ、先出し等適切な順序で

使用されるよう保管すること。

コ器具及び容器包装は、製品を汚染及び損傷から保護し、適切な表示が行え

るものを使用することとし、再使用が可能な器具又は容器包装は、洗浄及び

消毒が容易なものを用いること。

サ食品等の製造又は加工に当たつては、次に掲げる事項の実施に努めること。

(ア)原材料及び製品への金属、ガラス、じん瑛、洗浄剤、機械油等の化

学物質等の異物の混入を防止するための措置を講じ、必要に応じ、検査す

ること。

(イ)原材料、製品及び容器包装をロットごとに管理し、記録すること。

(ウ)製品ごとにその特性、製造及び加工の手順、原材料等について記載

した製品説明書を作成し、保存すること。

(エ)分割又は細切の処理が行われた食肉等については、異物の混入がな

いかを確認することとし、異物が認められた場合は、汚染の可能性がある

部分を廃棄すること。

(オ)原材料として使用していないアレルギー物質が製造工程において混

入しないよう措置を講ずること。

シ製造し、又は加工した製品等について自主検査を行い、規格基準等への適

合性を確認し、その結果の記録を市長が別に定める期問保存すること。

スおう吐物等により汚染された可能性のある食品は廃棄すること。

セ施設においておう吐した場合は、直ちに殺菌剤を用いて適切に消毒するこ

と。
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⑦使用水等の管理

⑧食品衛生責任者

の言斐置

⑨記録の作成及び

保存

別表第1第4号の基準によること。

別表第1第7号の基準によること。

ア食品衛生上の危害の発生の防止に必要な限度において、取り扱う食品等に

係る仕入元、製造又は加工等の状態、出荷又は販売先その他必要な事項に関

する記録を作成し、保存するよう努めること。

イアの記録の保存期間は、取り扱う食品等の消費期限、賞味期限等の流通の

実態に応じて合理的な期間を設定すること。

ウ食中毒等の食品衛生上の危害の発生を防止するため、保健所から要請があ

つた場合は、アの記録を提出すること。

(1の回収及ぴ廃棄

(11)管理運営要領の

作成

(12).検食の実施

a3)情報の提供

a4)食品取扱者等の

衛生管理

別表第1第13号の基準によること。

別表第1第11号の基準によること。

a5)食品取扱者等に

対する教育訓練

別表第1第14号の基準によること。

別表第1第15号の基準によること。

別表第1第16号の基準によること。

ア営業者、食品衛生管理者又は食品衛生責任者は、製造、加工、調理、販売

等が衛生的に行われるよう、食品取扱者及び関係者に対し、食品等の衛生的

な取扱方法、食品等の汚染防止の方法、適正な手洗いの方法、健康管理等食

品衛生上必要な事項に関する衛生教育を実施すること。

イアの衛生教育には、別表第1第1号イ、第6号ア、第11号及び第13号ア並びに

この表の第6号力及びセに掲げる事項を含むものとすること。

ウ洗浄剤等の化学物質を取り扱う者に対しては、その安全な取扱いについて

の教育訓練を実施すること。

工教育訓練の効果について定期的に評価し、必要に応じ、その内容を見直す

こと。

a6)運搬に係る衛生

管理

(17)販売に係る衛生

管理

別表第1第18号の基準によること。

別表第1第19号の基準によること。
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'別表第3 (第2条関係)

(平17条例15・一部改正、平27条例12・旧別表第2繰下・一部改正)

(1)設置場所

の管理

区分、

ア定期的に清掃を行い、常に清潔で衛生的に保つようにすること。

イ不必要な物品を置かないこと。

ウ照明、換気等は、適正に行うこと。

工壁、天井及び床は、常に清潔に保つこと。

オ.年1回以上ねずみ、昆虫等の駆除作業を実施し、その実施記録を1年間保存するこ

と。

②自動販売

機の管理

ア常に点検し、正常に作動するよう整備しておくこと。

イ故障、破損等があつた場合は、速やかに補修すること。

ウ定期的に清掃を行い、常に清潔で衛生的に保つようにすること。

工食品に直接接触する都分は、分解又は循環方式等により定期的に洗浄及び消毒を

行い、常に清潔で衛生的に保つこと。

オ洗浄及ぴ殺菌を行う場合は、適正な洗剤及ぴ殺菌剤を適正な方法で使用し、使用

後はそれらが残存することがないように十分に洗浄すること。

力食品(容器包装詰加圧加熱殺菌食品並びにこれ以外の瓶詰食品及び缶詰食品を,

く。)を冷凍、冷蔵又は温蔵して販売する自動販売機にあつては、所定の温度がイ

たれていることの点検を定期的に行うこと。'

キ法上必要な表示事項が容易に識別できるように管理すること。

クストロー、紙コップ、はし等飲食の用に供される器具の保管及び管理は、常に清

潔で衛生的に行うこと。

管理運営基準

③給水 アカートリッジ式給水タンク噛動販売機に水を供給するために装置される容器で

あつて、取外しできるものをいう。以下同じ。)を使用するものにあつては、当該

タンク及ぴこれと自動販売機本体との連結部分は、常に清潔で衛生的に保つこと。

イカートリッジ式給水タンクを使用するものにあつては、当該タンクに水を供給す

る際は、タンク内を十分に洗浄すること。

ウ水道水以外の水を使用するものにあつては、年1回以上水質検査を行い、その成

績妻を1年間保存すること。

工水質検査の結果、飲用不適となつたときは、直ちに保健所長の指示を受け、適切

な措置を講ずること。

オ殺菌装置又は細菌ろ過装置を備えた自動販売機にあつては、常にその装置が正常

に作動していることを確認すること。
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④廃棄物処

理

ア廃棄物等は、定期的に処理すること。

イ自動販売機内に廃棄物容器を備えたものにあつては、廃棄物容器内の廃棄物を廃

棄する都度当該容器を洗浄すること。

ウ自動販売機外の廃棄物容器は、十分洗浄するとともに、汚液又は汚臭が漏れない

ようにすること。

工廃水貯留槽等は、十分洗浄し、衛生的に保つこと。

⑤食品の取

扱い

ア収納されている食品については、定期的に点検管理を行うこと。

イ冷凍、冷蔵又は温蔵して販売する食品(容器包装詰加圧加熱殺菌食品並びにこ

以外の瓶詰食品及び缶詰食品を除く。)・の取扱いは、次により行うこと。

(ア)食品の収納に当たつては、食品を収納する部分の温度が所定の温度(冷凍

するものにあつては摂氏零下15度以下を、冷蔵するものにあつては摂氏10度以下

を、温蔵するものにあつては摂氏63度以上をいう。以下同じ。)になつた後に収

納すること。

(イ)食品を収納する部分が所定の温度を保てなくなつた場合は、当該自動販売

機に収納されている食品は、再度販売しないこと。

ウ弁当(容器包装詰加圧加熱殺菌したもの及びこれ以外の瓶詰又は缶詰にしたもの

並びに冷凍したものを除く。以下同じ。)の取扱いは、次により行うこと。

(ア)冷蔵又は温蔵して販売する二と。

(イ)自動販売機への追加収納は行わないこと。

(ウ)自動販売機への収納又は回収を行うに当たつては、その品名、数量L 期限

表示、製造者の住所及び氏名並びに収納又は回収の日時並びに当該回収食品のチ日

置の内容をその都度記録し、その記録を3箇月間保存すること。

(エ)自動販売機への収納は、製造後速やかに行うこと。

(オ)自動販売機に収納するまでの運搬は、直射日光の遮断及び防じん効果のあ

る車を用いること。

仂)自動販売機専用である旨を表示すること。

゛

⑥食品衛生

責任者の設

置

ア営業者は、自動販売機の設置場所ごとに、当該食品取扱者のうちから食品衛生責

任者を定め、その氏名及び所在地を各自動販売機の見やすい位置に表示すること。

イ食品衛生責任者は、次のいずれかに該当する者であること。

(ア)栄養士、調理師、製菓衛生師、船舶料理士又は食品衛生管理者たる資格を

有する者

(イ)保健所長が実施する養成講習会又は保健所長が指定した養成講習会の修了

者

(ウ)その他保健所長が適当と認める者
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、

ウ食品衛生責任者は、営業者の指示に従い、食品衛生上の管理運営に当たること。

エ.食品衛生責任者は、食品衛生管理上の不備又は不適事項を発見したときは、営業

者に対して改善を進言し、その促進を図ること。

オ営業者は、食品衛生責任者の食品衛生上の進言に対して、速やかに対処し、改園

すること。

力営業者は、違反行為がないように法令等の改廃等に留意するとともに、保健所

が実施する実務講習会に食品衛生責任者を出席させ、衛生知識を向上させるよう

めること。

⑦食品取扱

者の衛生管

理

ア食品衛生上必要な健康状態の把握のため、食品取扱者に対して健康診断を受診さ

せること。

イ保健所長から検便を受けるべき旨の指示があつたときは、食品取扱者に検便を受

けさせること。

ウ飲食物を介して感染するおそれのある疾病にかかつていることが疑われる症状

を呈している食品取扱者については、その旨を営業者、食品衛生管理者又は食品律

生責任者に報告させ、食品の汚染防止を図るための十分な措置を施すこととし、必

要に応じて食品の取扱作業に従事させないようにするとともに、医師の診断を受け

させること。

工食品取扱者が感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第18条

第1項に規定する感染症の患者又は無症状病原体保有者であることが判明した場合

は、同条第2項に基づき、食品に直接接触する作業に従事させないこと。

オ営業者は、食品取扱者に対し、作業中は清潔な外衣を着用させる等、食品を取り

扱う際、衛生上支障が生じないよう指導すること。
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